
令和５年度における
就労収入向上および

就労支援・就労定着支援に関する取組

滋賀県健康医療福祉部障害福祉課
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○児童生徒の健全育成に係る県と市町の連携協定
• 県立学校へ進学した児童生徒のうち、特別な支援を必要とする者が、切れ目のない支援を受けられるよう、県と市町、教育委員会と福祉

部局の枠を超えて、連携した支援を行う。(Ｒ３．４～)
≪R３年度実績≫協定に基づく連携 67高等学校中22校・402件

教育現場における支援

○障害者介護職員養成事業、●介護等の場における障害者就労促進事業
• 障害者の介護現場での就労促進を図るため、介護技能習得支援や介護事業所職員への障害者雇用の環境整備支援、有資格者と介護事業所

間の雇用等の調整を一体的に実施する。
≪R４年度事業実績≫・介護技能等研修：20名修了 ・介護事業所職員研修：34名受講

●障害福祉サービス事業所の仕事おこし支援事業
• 障害福祉サービス事業所の事業経営に関する業務改善コーディネーターを配置し、工賃向上に向けた一体的な支援を行うとともに、販路

開拓の実施に向け、共同受注窓口の機能を活かした連携を図る。

●農福連携マルシェ事業
• 県内で「農福連携」に取り組む障害者就労施設や農業者に、WEB上で農産物等の販売や施設の情報発信を行う場を提供することで、販路の

拡大や新たな商談につながるよう支援する。≪R４年度出品事業所≫20事業所

●障害福祉サービス事業所の農業技術向上支援事業
• 障害者の農業分野での就労促進と事業所の工賃向上を図るため、農業に取り組む事業所に、農業技術の専門家(３名)を派遣し、アドバイ

スを行うとともに好事例紹介セミナーを開催し、農福連携の推進を図る。
≪R４年度事業実績（R４.12月末現在）≫７事業所

知識・技能の向上

令和５年度の障害福祉課における就労収入向上および障害者雇用に関する取組概要
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(p.2～３)

●…別途詳細説明があります。



新

●就労移行支援促進事業
• 就労移行支援事業所の職員等を対象に就労アセスメント手法に関する研修や障害者が働く企業での現場実習など基本的な支援技術に関す

る研修を実施する。≪R４年度事業実績≫15名受講

●就労系障害福祉サービスの支援力向上事業
• 事業所等において就労支援に携わる職員の専門性を高めるため、ジョブコーチ養成研修を受講する際の費用を補助する。

≪R３・４年度事業実績≫32名受講

障害者就労ネットワーク事業
• 労働・福祉・教育等との関係機関を交えた協議会を開催し、障害者の一般就労およびその後就労定着の促進等に向けた検討を実施する。

また、一般就労する障害者の円滑な就業生活と職場での定着を図るため、入職前に働く上での基礎知識を学ぶ研修や横のつながりをもつ
交流会を実施するとともに入職６か月目にフォローアップ研修を行う。

一般就労への移行支援

○障害者優先調達の促進
• 県の各機関において、障害者就労施設等からの物品・役務の調達を優先的に行う。

○しが障害者施設応援企業認定
• 企業が障害者施設へ物品・役務の調達、資材の提供を行った場合に、しが障害者施設応援企業として認定する

≪R４年度事業実績≫110社(R３年度から９社増加)

○障害者差別解消総合推進事業
• 障害者差別のない共生社会づくり条例に基づき、障害者差別を解消するため、障害の社会モデル研修、※出前講座の実施、合理的配慮の

助成モデル事業等の取組を行う。※合理的配慮の助成モデル事業：予算およびメニューの拡充

障害者雇用の理解促進と雇用の受け皿整備

○障害者働き・暮らし応援センター事業（障害者就業・生活支援センター）
• 国の仕組みである就業・生活支援センターに、職場開拓と定着支援の機能を県独自に付加し、障害者の就労と雇用のニーズのマッチング

、職場定着支援等を一体的に実施する。
≪R３年度事業実績（R３.９月末現在）≫センター登録者のうち新規一般就労者数：207名・相談件数：21,241件

○発達障害者支援センター運営事業
• 県内の大学や特別支援学校等に限らず、障害者支援施設や企業等、地域で発達障害者および発達障害の疑いのある方に支援を行う関係機

関へ医師や弁護士等の専門家を派遣し、助言等を行う。

雇用促進に向けた総合的支援
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介護等の場における障害者就労促進事業
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■事業目的

介護の現場では、慢性的な人材不足が続いていることから、介護が必要な高齢者を支える介護人材の確保を目的に知的障害者や精神
障害者が介護技能を習得するための研修を行い、就労促進・拡大を図る。

■事業概要

(１)介護技能習得研修

(２)介護事業所等での障害者の雇用に対する環境整備支援

□いきいき生活支援員
（県独自資格）とは
知的障害者の特性が介
護事業所を利用するお年
寄りに安心感を与えたり、
役割りを創り出すなどと
いった効果に着目し知的
障害者に対する資格とし
て創設したもの。

・受講修了者と介護事業所との雇用調整を行う。
・働き・暮らし応援センターと連携して、介護事業所以外の就労先についても雇用調整を行う。

(３)雇用の調整
・介護事業所職員等を対象として障害の特性理解などの研修を行うことにより、障害者雇用の環境を整える。

●Ｒ５年度以降は以下２点を変更し、実施。
① 対象者を知的障害者、精神障害者に限定せず、障害者に変更
② R6年４月から、無資格者で介護事業所で就労される者に「認知症介護基礎研修」の受講をさせることを義務化していることから、
「認知症介護基礎研修」を実施

開催時期は、別途メール等で
御連絡いたします。

 研修名 時間数 内容 
対象者 

R４年度 R５年度～ 

① 

入門研修 26時間 介護技能等に関する研修 知的・精神障害者 障害者 

いきいき生活支援員

養成研修 
41時間 

介護技能等に関する研修を

補足するための県独自研修 

知的障害者 

※精神は希望 

障害者 

※身体・精神は希望 

実地研修 60時間 
介護の現場等における現場

実習 
知的・精神障害者 障害者 

② 
いきいき生活支援員

資格更新研修 
12時間 

継続的な就労支援のために

行う３年ごとの更新研修 
受講修了者 受講修了者 

③ 

新規 
認知症介護基礎研修 

６時間 

×２回 

認知症の人の理解と対応の

基本、認知症ケアの実践上

の留意点 

― 

過去の受講生のうち

介護事業所で就労し

ている者 

 



≪令和元年度≫
知的障害者ならではの働きプロモーション事業「介護現場で働く修了生の紹介動画」作成
障害福祉サービス事業所、介護事業所へのPR資料として、本研修を修了し、介護現場で働いている2名の方が働く様子
を紹介した動画を作成しております。

https://youtu.be/abP
mUVG-wq8
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https://youtu.be/abPmUVG-wq8


障害福祉サービス事業所の仕事おこし支援事業

• 障害福祉サービス事業所で働く障害者の就労収入の向上と自立した生活の実現を図るため、事業所への業務改善、販路拡大等の支援による仕事おこしを行う。

目的

• 令和２年度の障害者就労施設の利用者の就労収入(平均工賃)は28,161円(前年度比△1,147円)と目標の30,000円を達成していない上、新型コロナウイルス
感染症の影響により、販路が縮小するなど、多くの事業所が厳しい状況におかれている。

• 令和２年度に各事業所より提出された工賃向上計画によると、「販路先に限りがある」「大量受注が困難である」といった課題が現れている。
• 現況の取引先からの受発注が縮小していることから、継続的な受発注量を確保するために、新たな取引先との共同受発注の機会の創出等が求められる。

現状と課題、必要性

事業の概要

事
業
内
容

２回開催
予定経営力育成・強化研修

１回開催
予定 販路開拓支援

(企業団体等との商談)

２回開催
予定

２回開催
予定

販路開拓に向けた
課題の整理・検証
分析研修

事業所職員の
人材育成研修

工賃向上に向けた
一体的支援

地域の企業団体等や

各地域の事業所の共同

受注窓口との連携支援

や事業所が作成した商

品・サービス売込票の活

用による売込支援

各事業所の工賃向上計画を基に

した戦略的な経営方針の見直し、

コロナ禍による環境変化を踏まえた

現状・課題の整理、商品・サービス

売込票の作成

商談結果を踏まえ、

各事業所での商談実績の

原因や課題を分析

１ ２

３４

• 障害福祉サービス事業所の事業経営に関する業務改善コーディネーターを配置し、工賃向上に向けた一体的な支援を行うとともに、販路開拓の実施に向け、共
同受注窓口の機能を活かした連携を図る。

課題改善のための事業所職員

向けの作業工程分解による支援

方法、施設外支援・就労の拡大

等の環境改善アプローチ等研修

を実施

アドバイザー派遣

専門家の派遣により、事業所への業務改善、品質向上、経営力強化、新たな生産活動

への転換支援、商品開発等への助言・援助を実施しています。

御希望の方は、以下問い合わせ先に御連絡ください。

５

随時受付中

お問い合わせ

○特定非営利活動法人滋賀県社会就労事業振興センター
TEL 077-566-8266 ／FAX  077-566-8277
ﾒｰﾙ info@hataraku-shiga.net

事業全般に関することは…

○滋賀県健康医療福祉部障害福祉課社会活動係
TEL 077-528-3542／FAX  077-528-4853
ﾒｰﾙ ec0003@pref.shiga.lg.jp
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農福連携関係事業

障害者就労施設

職員 利用者

農福連携普及啓発事業 農業技術向上支援事業

コーディネーター

②作業案内

①農作業等の依頼

③作業希望

④作業希望
事業所を紹介

⑤農作業等の
受委託契約

障害者受入の
ための研修会

①農業技術の指導を希望

②派遣依頼・調整

農業技術
アドバイザー

③農業技術
の指導・助言

農業者

コーディネーター

農業分野での障害者雇用や農作業受委託等による
障害者の雇用・就労の場の拡大や農福連携を契機
とした農業経営の発展を支援するために、農業者
と福祉事業所等のマッチングや連絡調整等を行い
ます。

障害者の農業分野での就労促進と事業所の工
賃向上を図るため、農業に取り組む事業所に、
農業技術の専門家を派遣し、アドバイスを行う
とともに、好事例紹介セミナーを開催します。

○特定非営利活動法人滋賀県社会就労事業振興センター
TEL 077-566-8266 ／FAX  077-566-8277
ﾒｰﾙ info@hataraku-shiga.net

事業全般に関することは…

○滋賀県健康医療福祉部障害福祉課社会活動係
TEL 077-528-3542／FAX  077-528-4853
ﾒｰﾙ ec0003@pref.shiga.lg.jp

お問い合わせ

好事例紹介セミナーの開催は、
別途メール等でお知らせします



8

農福連携関係事業

「新たな農福連携の推進に向けて」
滋賀県では、農業分野における障害者の活躍の場を広げるとともに、農業と幅広い福祉（障害者、医療、高齢者、子ども食堂
など）の連携による取組を「新たな農福連携」として、「誰もがいきいきと地域で暮らし、ともに働き、ともに活動する共生社
会づくり」を進めています。

「しがの農×福ネットワーク」
参加者募集中！
「しがの農×福ネットワーク」では、「農福連携」に
関心のある個人、グループ、民間団体、企業、大
学、研究機関、行政機関などが、それぞれが持つ
農福連携に関する情報の発信や啓発、意見交換、
参加者どうしの農福連携の取組の支援などを行
うことにより、滋賀の農福連携の取組を推進す
るネットワークです。
ネットワーク会員は随時募集中です！

農福連携事例集・
しがの農福通信の発行
農福連携に取り組んでおられる障害福祉サービ
ス事業所や農業者を紹介しています。

コロナ禍
でも学べる！
農福連携取組動画公開中！
滋賀県が取り組む「新たな農福連携」をはじめ、
県内各地で「農福連携」を実践しておられる方々
を、動画でご紹介しております。

滋賀県働く障害者を応援
する農福連携モデル事業所
認定制度
滋賀県では、農福連携に積極的に取り組む好事例
を周知し、農福連携にかかる取組を広めていくこと
を目的として、平成30年8月に「滋賀県働く障害者
を応援する農福連携モデル事業所認定制度」を新
たに創設しました。
申請は随時、受付中です。

滋 賀 県 農 福 連 携

検索

👆



1. 一般企業等への就職を希望する障害者に必要な知識や能力の向上のための訓練を行う就労系障害福祉サービス事業所の障害者雇用に果たす役割は大
きい。令和３年度において障害者の就労定着の推進に向けた調査・検討委員会では、障害者の職場定着を図るためには、障害福祉サービス事業所におい
て定着に必要な入口段階のアセスメント力を向上させる必要があることが課題にあがっている。
⇒企業ニーズなどの雇用現場の状況を踏まえた適切な訓練・就職支援を行い、関係機関と連携し障害者の就労促進を図る必要がある。

2. 就労継続支援事業利用は、平成２７年度から就労移行支援事業所で一般就労の可否を見極める就労アセスメントで一般就労困難と判断された際に利用可
能とされ、就労移行支援事業所職員の職業評価能力向上が必要である。
⇒的確な職業能力の評価により関係者連携のもと障害者が就労に繋がる機会を広げる必要がある。

3. 就労系障害福祉サービス事業所から一般就労へ移行する者は約３％となっており、利用者の中で一般就労可能と思われる者の就労移行支援にあたり、事
業所職員や総合的なマネジメントを行う計画相談事業所職員などのスキルの向上も必要だが、職員数が少ない施設等では研修に参加できないことも多く
能力向上を図れない。
⇒事業所への出前講座にて実践的な知識の向上を図る必要がある。

現状と課題

事業内容

・的確な職業評価
・実践的な訓練の実施

就労支援施設

一
般
就
労
の
拡
大

・的確な職業評価

計画相談支援事業

就労系障害
福祉サービ
ス事業所等
との連携

働き暮らし
応援センター
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就労移行支援促進事業

障害者の就労能力を評価
する就労アセスメント手法
研修について、就労移行支
援事業所等の就労支援に
関わる職員が必要な知識
や技能を習得できるよう
研修を実施し、就労面の能
力評価の向上を図る。

事

前

研

修

就労アセスメント
手法研修の実施

企業等就労現場実習に
ついて、就労系障害福
祉サービス事業所の職
員が、障害者雇用に積
極的な企業等で実習を
行い、企業が求める人
材ニーズや就業能力や
雇用現場の状況等を実
践的に学び、利用者の
一般就労への就職支援
が適切に行える職員の
育成につなげる。

事

後

研

修

企業等就労現場
実習の実施

実証研修実施

企業実習を踏まえた
上で、一般企業への
就労支援を行うにあ
たっての実践的な研
修の実施。

就労移行支援 出前講座の実施

就労移行支援に課題を抱えている事業所へ訪問し職員向けの就労支援に関
する助言・援助を行い、実践的な支援能力の向上を図る。

開催時期は、別途メール等で御連絡いたします。



就労系障害福祉サービスの支援力向上事業

事業内容

今後、企業の障害者採用のニーズがより一層高まることが想定されることを踏まえ、就労系障害福祉サービス事業所等の職員が、職場適応援
助者(ジョブコーチ)として必要となる専門的知識および支援技術を習得するために職場適応援助者養成研修を受講する際に必要となる経費
の一部を支援し、障害者の一般就労を促進する。

１．対象
就労移行支援事業所、就労定着支援事業所、就労継続支援Ａ型事業所、就労継続支援Ｂ型事業所 働き・暮らし応援センター

２．補助額
1人当たり上限25,000円

３．対象経費
職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修にかかる受講料、旅費および宿泊費

新 障害者就労ネットワーク事業

事業内容
新たに、職場定着を支援するため、就職時の不安や戸惑いを解消する
研修・交流会を実施したり、職場での悩み等を出し合い早期対応に繋
げることで離職を防止する。

10

募集は、別途メール等で御連絡いたします。

１．入職前研修・交流会(１日)
企業等へ就職する障害者に対し、働く上での基礎知識研修や入職する前の障
害者同士の交流会等を実施する。
〇対象：令和５年４月から企業での就労が内定している県内在住の障害者
〇実施時期：２月下旬～３月中旬

２．入職６か月者向けフォローアップ研修(１日)
入職して６か月の障害者に対し、働き続けるためのモチベーションアップに
向けた研修や悩みや不安等を打ち明けることができる交流会等を実施する。
〇対象：入職６か月を迎えた障害者
〇実施時期：10月頃

協議会は２回開催予定
案内は、別途メール等で御連絡いたします。

● 働く障害者のフォローアップ支援事業

● 協議会の開催

雇用された障害のある方の活躍の場を広げ、やりがいをもって働き
続けることができるよう、労働・福祉・教育等との関係機関を交えた
協議会を開催し、障害者雇用を実施する企業のニーズ等を把握する
ほか、適切な就労支援の検討・共有を行う等、息の長い関係づくりに
向けたネットワークを構築する。
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障害者の就労定着に関する現状と課題、今後の方向性

令和４年(2022年)３月

障害者の就労定着の推進に向けた調査・検討委員会
滋賀県健康医療福祉部障害福祉課
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１ 職場定着に必要な社会人としてのマナーや生活面の問題

２ 関係機関の適切な役割分担等の問題

３ センターのマンパワー不足の問題

4-(１) 就労支援に関わる機関等のスキルの問題【働き・暮らし応援センター職員】

4-(２) 就労支援に関わる機関等のスキルの問題【障害福祉サービス事業所・学校等】

５ 職場における障害者理解の問題

６ 職場における合理的配慮と必要な指導の問題

７ 支援終了後等における事業所と支援機関の関係づくり

８ 障害者雇用についての事業者同士の情報交換の問題

９ 定着支援の困難ケースへの対応の問題

障害者の就労定着に関する問題
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支援度合

ｃ

就職前 就職後(フォロー期) 就職後(職場定着期)

ｃ

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
希
望

〈市町〉
・就労について本

人の意向を確認し、

生活面での必要な

支援についても把

握する。

・障害福祉サービ

スを利用する場合

に支給決定を行う。
〈就労移行支援支援事業所・

就労継続支援事業所等〉
・実習・訓練場面等を活用し、一般就労に向けた

支援または一般就労後の職場定着支援を見据

えた就労アセスメントを実施し、生活面・就労面に

関する情報を把握し、就労支援を行う。

・サービス利用中も「個別支援計画」が適切であ

るかどうか、定期的にモニタリングを行い、必要

な見直しを行う。

・求職活動について、ハローワークでの求職登録

や本人の就労に関する意向および適性に応じた

求人の開拓をハローワークやセンターと連携し、

支援（就継は努力義務）する。

職場定着義務(努力義務)期間に向けて、職場定

着支援のニーズを把握する。

〈センター〉
・就業およびそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者に対し、センター窓口で

の相談や職場・家庭訪問等により指導、相談、関係機関との連絡調整を行う。

・支援を実施する際、障害の状況や経緯、課題等を把握する。

〈相談支援事業所〉
・就労アセスメントの結果や

特別支援学校等から提供さ

れた「個別の教育支援計画」

等の生活面の情報等を踏ま

え、支援対象者の将来の一

般就労への移行も視野に入

れた長期的な視野を持ち、

「サービス等利用計画」を作

成する。

・あらかじめ就職後の定着支

援について説明する。

福祉就労を希望、

サービス利用の

引き継ぎ

福祉就労

情報共有・連携

次の主となる就労定着支援

機関への情報共有・引き継ぎ
・支援記録を整理し、就労定着支援の

利用の意向確認、同意の上、６か月経

過後速やかに就労定着支援が開始で

きるよう、企業との支援の方向性の共

有、相談支援事業所やセンターへ本人

の状況を共有し、職場定着に向けた支

援等について相談、連携調整を行う。

〈就労定着支援事業所〉
・入職６か月経過後、最大３年間障害者の職業人としての自

立に関する課題を明確にした上で、課題解決するための具

体的な支援方針・内容および関係機関の利用状況等を整

理し、他の関係機関と連携して支援する等、計画的に支援

に取り組む。

・就労定着支援計画は実施状況を把握を行い、少なくとも６

カ月に１回以上見直しを行う。

・事業主に対しては、障害非開示での就職のような特段の

合理的な理由がある場合を除いては、月１回以上の事業主

の訪問を可能な限り行う。

・支援機関が終了するまでに、本人が日常生活または社会

生活の課題に対して対処できるよう支援していく必要があり、

支援終了時点において特段の支援がなくても就労定着の実

現ができる状態を目指していくことが重要。

〈就労移行支援支援事業所・

就労継続支援事業所〉
・支援対象者が円滑に職場での定着を

図れるよう、センターやジョブコーチ等と

連携・活用しながら、事業主に対する助

言、就職後に生じた職場不適応への対

応等について、職場訪問や家庭訪問等

による６か月以上(就継は努力義務)の

就労定着支を実施する。

〈センター〉
・就業およびそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者に対し、センター窓口での相談や職場・家庭訪

問等により指導、相談、関係機関との連絡調整を行う。

・支援機関が終了するまでに、本人が日常生活または社会生活の課題に対して対処できるよう支援していく必

要があり、支援終了時点において特段の支援がなくても就労定着の実現ができる状態を目指していくことが重

要。

センターへの情報共有・引き継ぎ
・支援機関が終了するまでに解決しがたい具体的な

課題が見込まれ、引き続き一定期間の支援が必要な

場合は、支援の必要性について十分に精査し、本人

と自立に向けた課題を明確にし、調整した上でセン

ター

等に対し、継続的な支援を依頼する。

(本人の了解の下少なくとも３ヶ月以上前に伝達)

〈相談支援事業所〉
・障害福祉サービス利用中は、計画やその実施状況が適切であるか等につき、定期的にモニタリングを実施し、サービス等利用計画の見直しを行う。

・職場定着のためにサービスの利用が必要な場合等は、サービス等利用計画を作成するにあたって、それまでに蓄積された利用者に関する情報を整理し、活用する。

・ケース会議等を通じて、関係機関との情報共有や支援の役割を行い、支援の方向性、ケース会議の目的や内容、実施するタイミングを確認する。

・就労移行支援等の利用終了後も本人と面談や企業または就労支援機関とのカンファレンスの機会を設定し、就労や生活の状況について把握、相談を行うとともに、就

労定着支援の利用意向の確認を行うことが望ましい。

6
カ
月

〈ハローワーク〉
・本人の意向を確認の上、ハローワーク職員がコーディネーターとなり、「就

労支援計画」のもと、就労面、生活面の支援を関係機関チーム構成員と連

携し、就職前から職場定着まで一貫し、支援を行う。

障害者の就労支援機関の役割と連携

情報共有・連携、

就労支援

ｃ

〈センター〉
・本人が日常生活または社会生活の課題に対して対

処できるよう支援していく。

・支援終了後において、本人、事業主、関係機関等

から就労定着のための必要な協力が求められた場

合には、関係機関と協力して対応するよう努める。

…支援機関への連携・引き継ぎ …支援の期間

〈就労定着支援事業所〉
・支援期間を越えても引き続き支援が必要である

と就労定着支援事業所が判断した場合、就労定

着支援を継続することは差し支えない。

・支援終了後において、本人、事業主、関係機関

等から就労定着のための必要な協力が求められ

た場合には、関係機関と協力して対応するよう努

める。

〈相談支援事業所〉
・支援終了後において、本人、事業主、関係機関等

から就労定着のための必要な協力が求められた場

合には、関係機関と協力して対応するよう努める。

〈滋賀障害者職業センター〉
・【職業相談・職業評価】働く上での課題や現状を整理し、仕事に就くための取り組み方や

仕事の選び方、必要な支援等について相談を行い、就職や職場への適応、職業生活の

安定を目指した助言や支援計画（職業リハビリテーション計画）の策定を行う。

・【職業準備支援】一人ひとりの目的や課題に沿って、期間やカリキュラムを設定し、基本

的な労働習慣の体得、自分に合った働き方の検討、就職・職場定着における課題や対処

方法、支援方法等の整理、職業に関する知識・技能を身に付けるために支援を行う。

〈滋賀障害者職業センター〉
・【ジョブコーチ支援】本人や事業主のニーズを踏まえて、支援計画を策定の上、障害者職業カウンセラーとジョ

ブコーチがチームで支援を行う。

・【リワーク支援】うつ病等により求職されている方が、復職に向けてウォーミングアップを行い、円滑な職場復帰に向け
て支援を行う。

ｃ

3
年

◎参考資料
・『各支援機関の連携による障害者就労支援マニュアル』

・『障障発0330第１号』令和３年３月30日厚労省社会・援護局

「就労定着支援の実施について」』

・『労働政策審議会障害者雇用分科会第112回資料２』

一
般
就
労
を
希
望

情報共有・連

携

情報共有・連携 情報共有・連携

※ナカポツセンターとはたくらセンターを総称し、「センター」と表記。

別紙
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進路五者懇談会の前

進路五者懇談会の前

☆激励訪問…就

１年生～２年生 ２年生３学期～３年生１学期 求人票が出た時点 ３年生３学期

時期
１年生～２年生 ２年生３学期～３年生１学期 求人票が出た時点 ３年生３学期

企
業

は
た
く
ら

ジ
ョ
ブ

コ
ー
チ

市
町

H
W

学
校

時期

企
業

ジ
ョ
ブ

コ
ー
チ

就
労
定
着

は
た
く
ら

H
W

学
校

市
町

相
談
支
援

事
業
所

就
労
移
行

A
／
B

障害者の就労支援機関の役割と連携(案)

就職後(フォロー期)

障害福祉サービ

ス事業所等への

見学、実習

生徒の情報共有 進路五者懇談会

進路五者懇談会

進路五者懇談会

進路五者懇談会

はたくらを知る・

見学する
移行支援会議

移行支援会議

移行支援会議

移行支援会議

移行支援会議

サービス等利用計

画策定に係るアセス

メントの実施

移行支援会議

就労定着支援サービス

の利用、目的、必要性等

就労移行支援計画の作成 モニタリングおよび計画の見直し(３か月に１回)

通勤のための訓練の実施(義務)

実習の実施、求職活動の支援等の実施(義務)

職場への定着のための支援等の実施(職業生活における相談等の支援)(義務)

就労定着支援の利用について情報提供

就労継続A/B型計画の作成 モニタリングおよび計画の見直し(６か月に１回)

実習の実施、求職活動の支援等の実施(努力義務)

実習の実施、求職活動の支援等の実施

実習の実施、求職活動の支援等の実施

＜学校から福祉施設を利用し、一般就労をする例＞

＜学校から一般就労をする例＞

職場への定着のための支援等の実施(職業生活における相談等の支援)

職場への定着のための支援等の実施(就労定着支援事業所の利用に向けた準備)

(義務)

職場への定着のための支援等の実施(就労定着支援事業所の利用に向けた準備)

就労定着支援の利用意向確認

就労定着支援事業所等の連絡調整

サービス等利用計画案の作成等

職場への定着のための支援等の実施(職業生活における相談等の支援)(努力義務)

職場への定着のための支援等の実施(就労定着支援事業所の利用に向けた準備)

(努力義務)

就労定着支援の利用意向確認

就労定着支援事業所等の連絡調整

就労定着支援の利用意向確認

就労定着支援事業所等の連絡調整

職場への定着のための支

援等の実施(就労定着支援事

業所の利用に向けた準備)

就労定着支援事業所等の連絡調整

就労定着支援の利用について情報提供

職場への定着のための支援等の実施(就労定着支援事業所の利用に向けた準備)
就労定着支援の利用意向確認

就労定着支援事業所等の連絡調整

職場への定着のための支援等の実施

進路五者懇談会
はたくらを知る・

見学する
移行支援会議

実習の実施、求職活動の支援等の実施 職場への定着のための支援等の実施(職業生活における相談等の支援)

職場への定着のための支援等の実施

障害福祉サー

ビス事業所等

への見学、実

生徒の情報共有 進路五者懇談会
はたくらを知る・

見学する
移行支援会議

障害福祉サービ

ス事業所等へ

の見学、実習

生徒の情報共有

進路五者懇談会
はたくらを知る・

見学する

進路五者懇談会 移行支援会議

進路五者懇談会 移行支援会議

進路五者懇談会
はたくらを知る・

見学する
移行支援会議

移行支援会議

激励訪問

激励訪問

激励訪問

激励訪問

就
職

※はたくら等への継続

的な支援の依頼
(支援終了３か月以上前)

※支援期間が終了するまでに解決しがたい具体的な

課題が見込まれ、引き続き一定期間にわたる支援が

必要であると精査した場合

サービス利用中に離職する者への支援

サービス利用中に離職する者への支援

継続的な支援の実施※はたくら等への継続

的な支援の依頼
(支援終了３か月以上前)

支給決定

就労定着支援サービス

の利用、目的、必要性

等の説明

サービス等利用計画案

の作成

障害者と事業主で解決が困難な職場における課題に対する支援

障害者と事業主で解決が困難な職場における課題に対する支援

障害者に対する指導・助言、関係機関との連絡調整、就職後の職場定着支援、事業主に対する雇用管理に関する助言等

関係機関との連絡調整

職務の円滑な遂行に必要な施設の整備、援助を行う者の配置等、障害者の意向の尊重、障害者の相談に応じ、適切に対応するための必要な体制の整備

職務の円滑な遂行に必要な施設の整備、援助を行う者の配置等、障害者の意向の尊重、障害者の相談に応じ、適切に対応するための必要な体制の整備

障害者に対する助言・指導

事業主に対する助言・指導

定期的なアフター

定期的なアフター

モニタリングおよび計画の見直し(サービス等利用計画に定められたモニタリング期間)

モニタリングおよび計画の見直し(サービス等利用計画に定められたモニタリング期間)

実線：主担当 点線：連携、協力、参加 白枠：過去に県内で決定された資料や法律に基づいた内容 青枠：国等の通知に記載された内容

障害者に対する助言・指導

事業主に対する助言・指導

障害者等の福祉に関する必要な情報提供、相談、必要な調査および指導、これらに付随する業務の実施(障害者総合支援法第２条第２項関係)

障害者等の福祉に関する必要な情報提供、相談、必要な調査および指導、これらに付随する業務の実施(障害者総合支援法第２条第２項関係)

就職後(職場定着期)

学齢期 就職後(職場定着期)
1
か
月

福祉的就労期 就職後(フォロー期)
２
か
月

3
か
月

４
か
月

５
か
月

6
か
月

就
職

就労定着支援計画の作成 モニタリングおよび計画の見直し(６か月に１回)

３
年

学齢期 就
職



国の動向

16



令和５年３月31日厚生労働省職業安定局長 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び身体障害者補助犬法施行令の一部を改正する政令等の公布について
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令和４年12月16日障発1216第３号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律」の公布について(通知)
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令和４年12月16日障発1216第３号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律」の公布について(通知)
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就労支援フォーラムNIPPON 2022 資料集 12/17(土)-18(日) ＠東京ビックサイト
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就労支援フォーラムNIPPON 2022 資料集 12/17(土)-18(日) ＠東京ビックサイト
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就労支援フォーラムNIPPON 2022 資料集 12/17(土)-18(日) ＠東京ビックサイト
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就労支援フォーラムNIPPON 2022 資料集 12/17(土)-18(日) ＠東京ビックサイト
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就労支援フォーラムNIPPON 2022 資料集 12/17(土)-18(日) ＠東京ビックサイト
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令和４年12月16日障発1216第３号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律」の公布について(通知)
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令和４年12月16日障発1216第３号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正する法律」の公布について(通知)


